
（建設工事請負契約約款第33条関係）

中間前金払制度は、契約を締結したあとに受け取った４割以内の前払金

に加えて、さらに２割までの範囲で、前金払を追加で請求できる制度です。

１.対象となる工事

対象工事は当初契約金額で２５０万円以上の工事です。

２.中間前金払の要件とは

次の要件の全部を満たしていることが必要です。

① 工期の２分の１を経過していること。

② 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る作業
が行われていること。

③ 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の額に相当するもの
であること。

３.中間前金払の金額
請負代金額の１０分の２以内の額。ただし、当初支出した前払金の額と合計して請負代金の１０分の６を

超えることはできません。

４.中間前金払は選択制
（１） 中間前金払と部分払は選択制となっており、契約締結時に請負者が選択を行うことになります。

（２） 中間前金払を当初に選択した場合は、その後に部分払を請求することはできず、また、部分払を当初
に選択した場合、その後に中間前金払を請求することはできません。（債務負担行為に係る工事を除く。）

５.手続き
「中間前金払認定請求書」（裏面参照）に工事の進捗率を示す資料（工事工程表）を添えて当該工事に係

る監督職員へ提出し、認定を受けてください。

なお、請求する場合は、あらかじめ前月の１０日前までに「中間前払認定請求予定通知書」（裏面参照）
を提出する必要があります。

中間前金払のメリットは

● 簡単な手続きで工事代金が早く受け取れます。

● 部分払のような出来高検査はありません。

● 出来高検査時のような工事関係書類の作成は不要です。

● 低い保証料率で、資金調達が可能です。（参考：北海道建設業信用保証(株) ０．０６５％）

前払金（請負代金額の４割以内）

中間前払金（請負代金額の２割以内）

部分払の範囲

請負代金額の 1/10
相当の額

選 択

建設業経営強化融資制度

（国土交通省所管）の対象範囲

●転貸融資
工事出来高金額から前払金、中間前払

金、部分払金及び違約金を控除した額に
担保掛目を乗じた金額の範囲内

●公共工事金融補償
工事の完成に要する資金で、公共工事

の代金から前払金、中間前払金、部分払
金及び上記融資額を控除した範囲内

「中間前金払」と「部分払」は選択
制です。

保証料率は、保証事業会社でご確認
ください。

※ 建設業経営強化融資制度の詳細は、国土交通省

のホームページでご覧になれます。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/
const/sosei_const_tk2_000011.html

参考：建設工事期間における請負代金支払いのイメージ
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手続き等の詳細は、建設部建築局計画管理課にお問い合わせください。



●「中間前金払に関する制度の運用について」（平成１１年３月１５日付け建情第１２７９号）

●「中間前金払認定請求予定通知書の徴収について」（平成１１年５月６日付け建情第１２４号）

別記第１号様式

年 月 日

（支出負担行為担当者）

様

請負人 住所

氏名 ○印

中 間 前 金 払 認 定 請 求 書

上記の工事について、契約書第３３条第４項に基づき、中間前金払の認定を請求します。

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所

３ 請負代金額

４ 工 期 年 月 日 から 年 月 日

年 月 日

（支出負担行為担当者）

様

請負人 住所

氏名 ○印

中間前金払認定請求予定通知書

上記の工事について、契約書第３３条第４項に基づく中間前金払の請求に係る認定請求の時期を通知します。

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所

３ 請 負 代 金 額

４ 工 期 年 月 日 から 年 月 日

５ 認定請求予定月日 年 月 日


